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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第109期

第２四半期
連結累計期間

第110期
第２四半期
連結累計期間

第109期

会計期間
自 平成29年４月１日

至 平成29年９月30日

自 平成30年４月１日

至 平成30年９月30日

自 平成29年４月１日

至 平成30年３月31日

売上高 (百万円) 107,735 109,464 216,924

経常利益 (百万円) 3,549 3,262 6,869

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 3,223 2,203 5,210

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,846 1,978 6,960

純資産額 (百万円) 58,434 62,379 61,041

総資産額 (百万円) 114,257 119,005 119,494

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 163.05 111.47 263.61

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 49.2 50.5 49.1

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 3,570 2,738 7,142

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △1,758 △2,834 △3,131

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △1,883 △1,368 △3,050

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 15,823 15,357 17,106
 

　

回次
第109期

第２四半期
連結会計期間

第110期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年７月１日

至 平成29年９月30日

自 平成30年７月１日

至 平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 62.17 47.48
 

　
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施いたしました。前連結

会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益を算定しておりま

す。

５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四

半期連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要

な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間（以下「当第２四半期」）における世界経済は、総じて雇用・所得環境の改善傾向

が持続し、概ね堅調でした。日本においても自然災害の影響で７～９月期の成長率は一時的に低下しましたが、

内需にけん引される形で景気回復が続き、安定的に推移しました。
　

このような状況下、当社グループでは引き続き第６次中期経営計画の重点分野、自動車関連、化学品・危険

品、食品物流を中心とした事業に注力しました。

当第２四半期では、各セグメントにおける取扱いは堅調に推移しました。一方で、国内においては自然災害に

よる事業への一過性の影響、退職給付費用の増加、成長を支える営業体制強化のための人件費負担が先行したこ

となどが利益押し下げ要因となりました。
　

これらの結果、当第２四半期における売上高は前年同期比1.6％増の109,464百万円、営業利益は前年同期比

13.1％減の2,824百万円、経常利益は前年同期比8.1％減の3,262百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は、

前期に移転補償金を特別利益として計上した反動により、前年同期比31.6％減の2,203百万円となりました。

 

セグメントの業績

　

① 物流事業

日本では、自動車関連、港湾事業が堅調であったほか、化学品・危険品の輸出や国内輸送・作業・保管案件

も底堅く推移しました。

アジアでは、新倉庫開設の初期費用負担が発生しましたが、アセアン域内物流が引き続き堅調な荷動きを見

せました。

中国では、航空貨物の輸出取扱いが堅調に推移したことが売上高を押し上げたものの、倉庫拡張にかかる費

用などが発生しました。

米州では、倉庫関連業務が堅調に推移した一方、輸出入貨物の取扱いは力強さを欠きました。

欧州では、基盤の倉庫事業が安定した伸びを見せましたが、陸送業務の取扱いは減少しました。

この結果、売上高は前年同期比1.8％増の76,725百万円、セグメント利益（営業利益）は前年同期比15.1％減

の2,031百万円となりました。

 
② 旅行事業

主力の業務渡航の取扱いは堅調に推移しましたが、人材確保のための費用が増加しました。

この結果、売上高は前年同期比0.9％増の32,168百万円、セグメント利益（営業利益）は前年同期比22.9％減

の353百万円となりました。

　

③ 不動産事業

京浜地区における商業施設などの不動産事業が堅調に推移しました。

この結果、売上高は前年同期比10.4％増の812百万円、セグメント利益（営業利益）は前年同期比5.6％増の

432百万円となりました。

 

EDINET提出書類

株式会社日新(E04320)

四半期報告書

 3/23



 

(2) 財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、土地等は増加しましたが、現金及び預金の減少等により、前連結

会計年度末に比べ488百万円減少の119,005百万円となりました。

負債は、借入金の減少等により、前連結会計年度末に比べ1,826百万円減少の56,625百万円となりました。

純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による利益剰余金の増加等により、前連結会計年度末

に比べ1,338百万円増加の62,379百万円となりました。自己資本比率は、前連結会計年度末より1.4ポイント増

の50.5％となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結累計期間の現金及び現金同等物の残高は15,357百万円で、前連結会計年度末に比べ1,748百万

円の資金の減少となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは2,738百万円の収入となり、前年同期に比べ832百万円収入が減少しまし

た。その主な要因は、売上債権の減少により収入が増加しましたが、前期は移転補償金の入金があり税金等調整

前四半期純利益が増加した反動等によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは2,834百万円の支出となり、前年同期に比べ1,075百万円支出が増加しま

した。その主な要因は、固定資産の取得による支出が増加したこと等によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは1,368百万円の支出となり、前年同期に比べ514百万円支出が減少しまし

た。その主な要因は、借入金の収支による支出が減少したこと等によるものであります。

 
(4) 経営方針・経営戦略及び対処すべき課題等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略及び対処すべき課題につ

いて重要な変更並びに新たに生じた課題はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年11月８日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,272,769 20,272,769
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は、100株であ
ります。

計 20,272,769 20,272,769 － －
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成30年７月１日～
平成30年９月30日

－ 20,272,769 － 6,097 － 4,366
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(5) 【大株主の状況】

平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 986 4.98

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい３丁目１番１号 978 4.93

日新商事株式会社 東京都港区芝浦１丁目12番３号 890 4.49

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 735 3.71

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 652 3.29

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 649 3.28

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 587 2.96

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 536 2.71

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 528 2.67

日新共栄会 東京都千代田区三番町５ 463 2.34

計 － 7,009 35.39
 

 

(注) １．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

650千株
 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

536千株
 

　　２．上記のほか当社所有の自己株式467千株があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
－ －

普通株式 467,500

（相互保有株式）
－ －

普通株式 102,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,655,300 196,553 －

単元未満株式 普通株式 47,469 － －

発行済株式総数  20,272,769 － －

総株主の議決権 － 196,553 －
 

(注) １．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれており

ます。また、「議決権の数（個）」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含

まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式81株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）      

株式会社日新
横浜市中区尾上町
６丁目81番地

467,500 － 467,500 2.31

（相互保有株式）      

原田港湾株式会社
横浜市中区海岸通
４丁目23番地

46,800 － 46,800 0.23

新栄運輸株式会社
横浜市鶴見区平安町
１丁目46番１号

28,800 － 28,800 0.14

松菱運輸株式会社
大阪市西区西本町
２丁目１番30号

14,100 － 14,100 0.07

丸新港運株式会社
大阪市港区港晴
２丁目13番35号

8,800 － 8,800 0.04

日栄運輸株式会社
神戸市灘区摩耶埠頭
業務センタービル

4,000 － 4,000 0.02

計 － 570,000 － 570,000 2.81
 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平成

30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 19,346 17,667

  受取手形及び売掛金 ※２  30,258 ※２  29,462

  原材料及び貯蔵品 162 84

  その他 5,759 6,418

  貸倒引当金 △143 △166

  流動資産合計 55,384 53,466

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 53,381 53,111

    減価償却累計額 △37,591 △38,037

    建物及び構築物（純額） 15,790 15,073

   機械装置及び運搬具 12,749 12,991

    減価償却累計額 △10,136 △10,150

    機械装置及び運搬具（純額） 2,612 2,840

   土地 17,762 19,943

   その他 3,673 3,696

    減価償却累計額 △2,859 △2,835

    その他（純額） 813 860

   有形固定資産合計 36,979 38,719

  無形固定資産   

   借地権 962 736

   その他 2,089 2,038

   無形固定資産合計 3,052 2,775

  投資その他の資産   

   投資有価証券 17,469 18,118

   長期貸付金 621 626

   退職給付に係る資産 1,634 904

   繰延税金資産 841 885

   その他 3,689 3,666

   貸倒引当金 △177 △156

   投資その他の資産合計 24,078 24,044

  固定資産合計 64,110 65,538

 資産合計 119,494 119,005
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 13,298 ※２  13,227

  短期借入金 8,553 6,472

  リース債務 295 349

  未払法人税等 1,507 978

  賞与引当金 2,222 2,156

  役員賞与引当金 70 32

  災害損失引当金 － 28

  その他 6,962 6,723

  流動負債合計 32,910 29,968

 固定負債   

  社債 2,000 2,000

  長期借入金 14,632 16,090

  リース債務 953 1,212

  長期未払金 250 239

  退職給付に係る負債 4,010 3,408

  繰延税金負債 1,810 1,913

  その他 1,886 1,792

  固定負債合計 25,542 26,657

 負債合計 58,452 56,625

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,097 6,097

  資本剰余金 4,682 4,709

  利益剰余金 43,267 44,975

  自己株式 △715 △716

  株主資本合計 53,332 55,066

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 5,776 6,068

  繰延ヘッジ損益 △1 1

  為替換算調整勘定 122 △565

  退職給付に係る調整累計額 △604 △500

  その他の包括利益累計額合計 5,292 5,004

 非支配株主持分 2,416 2,308

 純資産合計 61,041 62,379

負債純資産合計 119,494 119,005
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

 【四半期連結損益計算書】

   【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

売上高 107,735 109,464

売上原価 90,350 91,784

売上総利益 17,384 17,680

販売費及び一般管理費 ※１  14,135 ※１  14,855

営業利益 3,248 2,824

営業外収益   

 受取利息 29 37

 受取配当金 186 222

 持分法による投資利益 239 303

 為替差益 － 8

 その他 85 130

 営業外収益合計 540 702

営業外費用   

 支払利息 177 172

 為替差損 7 －

 支払手数料 － 46

 その他 54 45

 営業外費用合計 239 264

経常利益 3,549 3,262

特別利益   

 固定資産売却益 62 29

 移転補償金 ※２  1,474 －

 特別利益合計 1,537 29

特別損失   

 災害損失引当金繰入額 － ※３  28

 災害による損失 － ※３  22

 固定資産除却損 59 21

 固定資産売却損 0 1

 固定資産撤去費用引当金繰入額 ※４  286 －

 特別損失合計 346 73

税金等調整前四半期純利益 4,740 3,217

法人税、住民税及び事業税 1,514 1,017

法人税等調整額 △110 △103

法人税等合計 1,403 913

四半期純利益 3,336 2,304

非支配株主に帰属する四半期純利益 113 101

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,223 2,203
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 【四半期連結包括利益計算書】

  【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

四半期純利益 3,336 2,304

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 629 292

 繰延ヘッジ損益 1 2

 為替換算調整勘定 △164 △695

 退職給付に係る調整額 50 104

 持分法適用会社に対する持分相当額 △6 △30

 その他の包括利益合計 510 △326

四半期包括利益 3,846 1,978

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,744 1,914

 非支配株主に係る四半期包括利益 102 63
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 4,740 3,217

 減価償却費 1,277 1,289

 災害損失引当金繰入額 － 28

 災害による損失 － 22

 固定資産撤去費用引当金繰入額 286 －

 固定資産売却損益（△は益） △62 △28

 固定資産除却損 59 21

 移転補償金 △1,474 －

 持分法による投資損益（△は益） △239 △303

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 7 7

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △32 △37

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） － 772

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 179 △486

 受取利息及び受取配当金 △216 △260

 支払利息 177 172

 売上債権の増減額（△は増加） △1,269 345

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △1 △478

 仕入債務の増減額（△は減少） 599 119

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △412 △122

 その他 △19 △78

 小計 3,598 4,201

 利息及び配当金の受取額 247 305

 利息の支払額 △175 △173

 補償金の受取額 1,474 －

 法人税等の支払額 △1,574 △1,595

 営業活動によるキャッシュ・フロー 3,570 2,738

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △412 △146

 有形固定資産の取得による支出 △1,076 △2,419

 有形固定資産の売却による収入 74 32

 無形固定資産の取得による支出 △338 △133

 投資有価証券の取得による支出 △15 △16

 貸付けによる支出 △2 △1

 貸付金の回収による収入 26 7

 その他 △14 △156

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,758 △2,834
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △92 237

 長期借入れによる収入 603 2,042

 長期借入金の返済による支出 △1,744 △2,852

 自己株式の取得による支出 △5 △0

 自己株式の売却による収入 0 －

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △152 △172

 配当金の支払額 △445 △500

 非支配株主への配当金の支払額 △46 △29

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

－ △96

 非支配株主からの払込みによる収入 － 5

 その他 △1 －

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,883 △1,368

現金及び現金同等物に係る換算差額 △43 △284

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △113 △1,748

現金及び現金同等物の期首残高 15,936 17,106

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  15,823 ※  15,357
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　

 
(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

 
 

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

　

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

一部の連結子会社は、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によってお

ります。

 
　

(追加情報)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産に区分し、繰延税金負債は固定負債の区分

に表示しております。　
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(四半期連結貸借対照表関係)

１  保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金等に対して債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

夢洲コンテナターミナル㈱ 946百万円

NISSIN TRAVEL SERVICE(U.K.)LTD.
(1,240千GBP)

184 〃

横浜はしけ運送事業協同組合 162 〃

NISSIN TRAVEL SERVICE(U.S.A.)INC.
(1,000千USD)

106 〃

NISSIN TRAVEL SERVICE(THAILAND)
CO.,LTD.
(30,000千THB)

102 〃

NISSIN TRAVEL SERVICE(CANADA)INC.
(45千CAD)

3 〃
 

 

夢洲コンテナターミナル㈱ 906百万円

NISSIN TRAVEL SERVICE(U.K.)LTD.
(1,240千GBP)

184 〃

NISSIN TRAVEL SERVICE(U.S.A.)INC.
(1,000千USD)

113 〃

NISSIN TRAVEL SERVICE(THAILAND)
CO.,LTD.
(30,000千THB)

105 〃

横浜はしけ運送事業協同組合 102 〃

NISSIN TRAVEL SERVICE(CANADA)INC.
(45千CAD)

3 〃
 

 

合計 1,504百万円  1,415百万円
 

　

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が期末残高から除かれております。

　

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

受取手形 94百万円 82百万円

支払手形 －　〃 3　〃
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(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
 至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
 至 平成30年９月30日)

貸倒引当金繰入額 10百万円 4 百万円

給料及び手当 7,229 〃 7,595 〃

賞与引当金繰入額 1,181 〃 1,269 〃

役員賞与引当金繰入額 27 〃 30 〃

退職給付費用 280 〃 389 〃
 

　

※２　移転補償金

前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

横浜市の「山下ふ頭再開発計画」に伴う当社保有の山下北倉庫および連結子会社保有の山下埠頭倉庫移転に対

する補償金であります。
　

当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

該当事項はありません。

 

※３　災害損失引当金繰入額及び災害による損失

前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

該当事項はありません。　
　

当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

平成30年８、９月に発生した台風の被害に伴う支出見積額及び支出額を、それぞれ「災害損失引当金繰入額」

及び「災害による損失」として特別損失に計上しております。

　

※４　固定資産撤去費用引当金繰入額

前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

横浜市の「山下ふ頭再開発計画」に伴う連結子会社保有の山下埠頭倉庫移転により生ずる撤去費用引当金の繰

入額であります。　
　

当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

該当事項はありません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
 至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
 至 平成30年９月30日)

現金及び預金勘定 18,110百万円 17,667百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △2,287 〃 △2,309 〃

現金及び現金同等物 15,823百万円 15,357百万円
 

 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月22日
取締役会

普通株式 445 4.50 平成29年３月31日 平成29年６月８日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月６日
取締役会

普通株式 495 5.00 平成29年９月30日 平成29年12月６日 利益剰余金
 

(注) 平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施いたしました。１株当たり配当額につ

きましては、当該株式併合前の金額を記載しております。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月21日
取締役会

普通株式 495 25.00 平成30年３月31日 平成30年６月６日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年11月６日
取締役会

普通株式 534 27.00 平成30年９月30日 平成30年12月６日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

    報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント 調整額

（注１）

四半期連結損益
計算書計上額
（注２）物流事業 旅行事業 不動産事業 合計

売上高       

  外部顧客への売上高 75,310 31,832 591 107,735 － 107,735

  セグメント間の内部売上高
 又は振替高

48 63 143 255 △255 －

計 75,359 31,896 735 107,990 △255 107,735

セグメント利益 2,392 458 410 3,260 △12 3,248
 

(注) １．セグメント利益の調整額△12百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

    報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント 調整額

（注１）

四半期連結損益
計算書計上額
（注２）物流事業 旅行事業 不動産事業 合計

売上高       

  外部顧客への売上高 76,675 32,099 689 109,464 － 109,464

  セグメント間の内部売上高
 又は振替高

49 68 122 241 △241 －

計 76,725 32,168 812 109,705 △241 109,464

セグメント利益 2,031 353 432 2,818 6 2,824
 

(注) １．セグメント利益の調整額６百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
 至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
 至 平成30年９月30日)

１株当たり四半期純利益 163.05円 111.47円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益
(百万円)

3,223 2,203

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

3,223 2,203

普通株式の期中平均株式数(千株) 19,767 19,765
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施いたしました。前連結

会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております。

　

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第110期(平成30年４月１日から平成31年３月31日まで)中間配当については、平成30年11月６日開催の取締役会にお

いて、平成30年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議

いたしました。

①  配当金の総額 534百万円

②  １株当たりの金額 27.00円

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成30年12月６日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年11月８日

株式会社日新

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 山   本   哲   也 印
 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大　　嶋　　幸　　児 印
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日新の

平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成30年７月１日から平成30年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日新及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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